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１．本書の内容 

  本書は、農村振興局が所管する農業農村整備事業等の公共事業、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金等の非公共事業

の実施方式を中心にして、下記２でご案内する内容を収録しています。 

  平成 21 年度においては、「食料・農業・農村計画」（平成 17 年 3月）、「21 世紀新農政 2008」（平成 20 年 5月）、「基本方針

2008」（平成 20 年 6月）等を踏まえ、農業農村整備事業については、食料基盤の強化、地域づくり、地球環境問題への対応

等を推進する内容としています。 

  具体的には、「国際的な食料事情を踏まえた食料供給基盤の強化」として食料自給率向上に向けた基盤・条件整備の推進、

担い手育成と農地の有効利用、農業用水の安定的供給の確保、耕作放棄地解消に向けた取り組み、「地域資源の活用によるい

きいきとした地域づくりの推進」として、安全で安心して暮らせる農村づくり、「農山漁村からの低炭素社会の構築と地球環

境問題への対応」として農山漁村地域における低炭素社会の実現、生物多様性の保全を重点的に実施する内容としています。 

  本書は、農業農村整備事業等農村振興局の関係事業に携わる実務者の座右の書として刊行されるもので、その充実した内

容は、皆様のご期待に十分添えるものと存じます。 

 

２．本書の主要構成 

  (1) 農業農村整備事業の概要               (2) 農業農村整備事業の推移 

  (3) 土地改良法施行令と土地改良事業との関係       (4) 農業農村整備事業の実施方式 

  (5) 土地改良負担金総合償還対策の概要          (6) 農業農村整備事業の実施手続きの概要 

  (7) 国営土地改良事業の負担金の額及び都道府県の支払方法 (8) 国営土地改良事業の負担金の都道府県の徴収方法 

  (9) 干拓事業費の負担金制度の変遷とその図解       (10) その他農村振興局関係公共事業の実施方式（海岸保全 

  (11) 農村振興局関係非公共事業の実施方式（農山漁村     施設整備、災害復旧等、鉱毒・特殊地下壕対策等、地域 

    活性化プロジェクト支援交付金等）           再生基盤強化交付金） 

  (12) 融資関係                      (13) 後進地域特例法適用団体等補助率差額交付事業一覧 

  (14) 地方財政措置                    (15) 平成 21 年度予算主要新規・拡充事業の概要 

 

【申込要領】 

 〈官公庁関係〉後払い制になります 

  ◙ＦＡＸ…購入申込書に必要事項をご記入の上、お送り下さい 

  ◙インターネット…当協会ホームページ（http://www.jacem.or.jp）のメニュー「出版案内」よりお申し

込み下さい 

 

 〈会社及び個人の方〉前払い制になります 

  ◙郵便振替…郵便局備え付けの振替用紙をご利用の上、次の口座宛てお振込み下さい 

          口座番号：００１７０－２－５３７７５ 加入者名：一般社団法人農業土木機械化協会 

          ＊通信欄に書籍名及び購入部数を必ず記載して下さい 

          ＊振替料金は、申込者負担です 

  ◙銀行振込…次の銀行口座に代金振込後、本チラシ裏面の購入申込書をＦＡＸでお送り下さい 

         みずほ銀行 新橋中央支店（当座）０１０５２６５ 

              シャ）ノウギョウドボクキカイカキョウカイ 

         口座名義 一般社団法人農業土木機械化協会 

          ＊金融機関の利用明細を添付の上、申込書をお送り下さい 

  ◙現金書留…現金と購入申込書を同封の上、次の住所宛お送り下さい 

         〒105-0004 東京都港区新橋５－３４－４ 農業土木会館内 

         一般社団法人 農業土木機械化協会   ＴＥＬ：０３－３４３４－５８２７ 

 

http://www.jacem.or.jp）のメニュー「出版案内」よりお



